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明治10年代における地方警察の管轄区域再編
−石川県の事例を中心に−
江　﨑　哲　史
Jurisdiction reorganization of local police force in the
first half of the 1880s
Satoshi EZAKI
Summary
　　In the first half of the 1880s jurisdiction organization is performed while applying a trial-
and-error method by the prefectural police.Further Ishikawa Prefecture used as the object 
example of this paper repeats a merger and a separation up to 1883.Jurisdiction organization 
was subject to big influence at every time. The prefectural assembly showed distrust to sudden 
and imperfect jurisdiction reorganization.However, the pile of trial and error of such a district 
gave suggestion to the police policy of the country. The framework of the jurisdiction 
organization of a local police force solidified.
はじめに
　近年は低下が見られるとはいえ、我が国の警察機構の犯罪検挙率向上に少なからず貢献し続け
た政策のひとつに交番制度が挙げられる。
　交番の前身となるものは既に維新期に存在したが、これを全国に普及させる契機となったのが、
明治21年10月公布の警察官吏配置及勤務概則（内務省訓令第640号）である。さらに、その前
提として、こうした交番所・駐在所を直接、あるいは分署を通じて間接的に統括するための警察
署を県内各郡区に設置する原則は、これに先立つ明治19年７月の地方官官制の改正（勅令第54号）
によって定められた。
　しかしながら、一連の制度施行の歴史的な意義を明らかにするためには、制度論的な分析視覚
のみならず、その対象となる地域の実情の把握が不可欠になる。
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　一方、この時期の地方警察を扱った先行研究は、例えば大日方純夫氏は『日本近代国家の成立
と警察』（校倉書房、平成３年）において、プロシアより招聘した警察大尉ヘーンの働き掛けによっ
て先述の概則による「散兵警察」方式が確立していく過程や、本研究でもふれる当局と県会との
関係、巡査の勤務状況、民衆の警察観等さまざまな観点から詳細な考察を行っている（１。また、
高橋雄豺氏は『明治時代の警察部長』（良書普及会、昭和51年）において、多数の警察官僚の履
歴を元に、府県の警察責任者という地位の重要性や柔軟な人事起用の実態等を明らかにしている
（２。
　しかしながら、これらの研究は、特定の政策についてひとつの地域を事例にさまざまな角度か
ら考察を行う性格のものではなく、『石川県警察史』（石川県警察本部、昭和49年）等の同県の
自治体刊行物も、本稿が論究する点においては事実関係の整理の域を出ていない。
　以上のことから、本研究は冒頭のふたつの政策の前提となる明治10年代の地方警察の管轄区
域再編について、府県レベルでの動向を把握すべく、石川県を対象事例に、警察拠点の管轄区域
の変遷や予算および人員の推移に焦点を当てて考察を行うものである。
第１章　警察体制の整備・拡充と富山・福井両県との合併・分離
第１節　石川県発足と警察当局の組織整備
　この章では、石川県発足から明治16年の富山県分離までの期間における石川県内の警察署・
分署の管轄区域編成を中心に考察を行う。
　石川県に維新期における府県庁の警察担当部署である聴訟掛が設置されたのは明治４年10月
のことであり、翌11月に聴訟課と改称された（３。同時期に明治政府によって県治条例が制定さ
れたことで、これに準拠した措置であろう。
　翌明治５年１月には金澤縣取締大綱を定め、各員の職務や指揮系統等を明確にした（４。なお、
石川県の邏卒が県の聴訟課の指揮を受けることになったのは明治７年７月の同大綱改訂後のこと
である（５。
　これに先立つ同年４月には、県内の警察拠点が初めて体系的に配置された。具体的には、加賀・
能登の両地域に警察署の前身である取締屯所が31箇所設置されたが、その内訳は、加賀地域は、
金沢町７、石川郡４、河北郡３、江沼郡３、能美郡３、能登地域は鹿島郡３、羽喰郡３、鳳至郡
４、珠洲郡１、というものである（６。人員は伍長８名以下159名であった（７。
　なお、同年５月には、石川県は内務省の指示により吏員の数等を報告している。それによれば、
時の警察予算である捕亡費の総計は7,134円60銭であり、内訳は前述の159名の年間の給金が
4,554円、その他は「服具器械等」で構成されていた。また前年の明治６年の捕亡費は8,635円
95銭で、概ね１万円を切る程度の予算規模であった（８。
　続いて、政府による行政警察規則公布直後の明治８年４月１日には、加賀地域には本庁以外に
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金沢町、江沼郡、大聖寺町、能登地域には鹿島郡七尾町、鳳至郡輪島町に各４箇所の出張所を設
置する方針が県当局によって示された（９。無論、これは同規則に準拠する措置である。
　この段階で石川県内の警察拠点の数は42箇所存在し、人員は邏卒210名であった。拠点の内
訳は、本庁の他、屯所が金沢７、大聖寺町１、小松１、七尾１、輪島１、各郡26、出張所が金沢・
七尾・大聖寺に各１、派出詰所が輪島に１というものである（10。そして、この方針に準拠する
かたちで、同年10月までに各郡に漸次警察出張所が開設された。なお、当時石川県は警部15名、
巡査250名の人員体制であった（11。
　同年11月には県治条例に変わって府県職制が制定され、石川県の警察当局もこれに準拠する
かたちで第四課警保に改称された（12。
　年が明けて明治９年の４月から９月にかけては、越前・越中の両地域（福井県・新川県）の石
川県との合併に伴い、石川県の警察当局の管轄区域もこれらの地域を網羅することとなった。
　なお県当局の対応は、両地域の県庁機能を除去し、当面は旧県の管轄区域を引き継ぐというも
のであった（13。また、管轄地域の拡大を反映してか、この時期の人員は、巡査の定員が550名
であった（14。
　石川県の警察の管轄区域再編が活発になるのは西南戦争の最中の明治10年４月以降のこと
である（15。その理由として、これに先立って明治８年12月に内務省達乙第168号によって出張所・
屯所の具体的な設置基準が定められたことと（16、史料による確証はないが、越前・越中両地域
との合併による遅延が考えられる。
　同年10月には、従来の警察出張所・巡査屯所が警察分署及び巡査交番所と改称された。当時、
警察署は、加賀地域に金沢第一・第二、小松、能登地域に七尾、輪島、越中地域に富山・魚津・
高岡・今石動、越前地域に福井・坂井・武生・大野の13箇所、その他分署が87存在した。人員
は警部24名、巡査313名であった（17。
　次に管轄区域が体系的に示されたのが、明治13年３月のことである（18。その概要は、加賀・
能登・越中・越前の４地域に金沢の本署を含めて14の警察署、42の分署、12の交番所を有する
というものである。警察署の位置は先に示したものと大差ないが、分署以下の拠点に少なからず
改廃があった。
　なお同年４月には、内務省達乙第18号に準拠するかたちで、石川県においても警察課が警察
本署と改称され（19、明治15年３月にはその責任者に警部長が任命された（20。
第２節　福井・富山両県の分離と加賀・能登地域における警察署増設
　ここで石川県内の警察拠点の密度についてふれる。
　明治前期の石川県は地理的には他府県に比して広大な管区を有したが、明治13年当時の全府
県その他の地域（沖縄・開拓使・小笠原諸島を含む）の人口が35,925,813、警察署（本署を除く）
の総数340、分署の総数1,177、石川県の人口が1,833,778という事情を踏まえ（21、１警察署・
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１分署の管内の人口について全府県・石川県の平均値を比較すると、石川県が全府県の平均を警
察署・分署双方とも３割以上も上回る計算になる。すなわち、全府県の平均に比して少数の拠点
で多くの県民に対する警察活動を行っている計算になる。
　さらには、以前は県庁所在地であった福井・富山両警察署には、他の警察署と同様の権限しか
与えられておらず、特に越前地域に対しては、後に掲載する【表１】にあるように有事を想定し
て多人数の巡査が配属されている金沢警察署との物理的な距離が少なからずある。後年の福井・
富山の分離には、警察政策という観点からはこうした事情が挙げられる可能性もあろう。
　続いて、管内の警察署および加賀・能登地域の分署についてふれる。
　加賀・能登地域には、金沢・七尾・輪島・大聖寺・小松に警察署があり、金沢警察署が管轄す
る分署は松任・津幡以下４分署、七尾には羽咋以下５分署、輪島には飯田以下４分署、大聖寺・
小松に都合３分署という体制であった。また、越前地域には福井・武生・坂井・大野の４警察署、
越中地域には富山・今石動・高岡・魚津の４警察署が置かれたが、従来の体制から大差はない。
　この段階での警察当局の人員の総数は、これら警察署・分署やその末端の交番所等と七尾・富
山の囚獄懲役署の５名を含めて600名である（22。
　その他、この年の管内の管轄区域再編の動きとして、加賀地域では５月に大聖寺警察署が分署
に降格され、能登地域では６月に七尾警察署二ツ屋分署が開署、越前地域では６月に武生警察署
吉江分署が開署、８月には同署梅浦分署および福井警察署東郷分署が開署、越中地域では、６月
に富山警察署大久保分署が交番所に降格され、その一方で同月には魚津警察署入膳分署が、10
月には今石動警察署福光分署がそれぞれ開署している（23。
　直後の明治14年２月の福井県の分離を見越した側面もあろう。明治16年５月には富山県も分
離し、富山・福井の両県の分離によって同地域の警察拠点もそれぞれに移管されることとなるが、
【表１】明治17年の石川県における各郡の状況
注１　『明治十七年石川縣統計表』（金沢大学所蔵）より作成
注２　「配属巡査数」中（　）は分署への配属数
注３　警察本署の人員（巡査14名）は対象外
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同時期には警察本署においても大きな動向があった。同本署が行政・司法・会計・巡査・治安の
５部に区分された。
　それに先立つ明治15年６月に、金沢警察署所轄の松任・津幡の両分署が警察署に昇格した（24。
　また明治17年２月には、羽咋警察署が七尾警察署より独立するかたちで設立されている（25。
　この段階で、石川県内の警察署は金沢本署を除く、金沢・松任・津幡・七尾・輪島・小松・大
聖寺・羽咋の８箇所、分署は松任警察署所轄の鶴来・金石、七尾警察署所轄の高畠・中島、羽咋
警察署の大念寺・子浦・富来、輪島警察署管轄の門前・穴水・宇出津・飯田、大聖寺警察署管轄
の山中・動橋、小松警察署の別宮・寺井の15箇所が存在した。
　なお、警察当局の人員総数は、警部長以下、警部・警部補・巡査、その他准判任官２名、・准
等外16名を加えて計517名であった（26。
　この明治15-17年の松任・津幡・羽咋署の設立によって、明治８年12月に内務省達乙第168号
によって定められた基準内での警察署・分署レベルの再編は一段落したと言える。
第２章　警察予算をめぐる石川県会の動向
第１節　羽咋郡における管轄区域の変遷
　以上、石川県の発足から、富山・福井両県の併合・分離を経て、警察署レベルの管轄区域がほ
ぼ定着するまでの過程をたどって来た。
　しかしながら、一連の管轄区域再編については、県会から反対的な意味合いの強い質疑がない
訳ではなかった。
　そうした県当局と県会の遣り取りについて、地域の実情を踏まえての考察が可能な数少ない事
例として、明治17年の通常県会・警察費における議員・淺野順平の羽咋郡の状況に関する発言
を掲載し、これについて考察を行う。
　淺野順平は津幡警察署が管轄する河北郡選出の議員であり、明治14年から同22年までの県会
議員生活の中で常置委員の就任経験もある要人である（27。
　同年２月に開署した羽咋警察署の人員配置について、「羽咋郡ノ巡査配置方ハ他郡ニ比シテ少
シク多キヲ覺」えたとして、同郡の巡査７名の減員を主旨とした次のような発言を行った（28。
　十五年度ノ會議ニ於テ本員ガ番外一番ニ羽咋郡ニ警察署無キニ石川河北兩郡ニ警察署アルハ如
何ナル理由ナルヤト質問セシ時番外ハ①羽咋郡ハ悪漢少ナク石川河北ニハ悪漢多クシテ自然警察
事務モ繁劇ナレバナリト答ヘラレシヿアリシ然ルニ昨年ニ至テ②俄カニ警察署ヲ設置セラレタリ
定メテ悪漢ガ俄カニ殖ヘタルヲ以テ斯ク設置セラレシモノナラン然リト雖モ（中略）斯ク僅カニ
警察署ヲ置キ巡査ヲ增ス程ノ事ハアラサルナリト信ス
江　﨑　哲　史
− 130 −
　後述する羽咋警察署の比較の対象となったのは、先述の明治15年６月新設の津幡警察署であ
る。
　【表１】に示されているように、河北郡の面積は17.93方里、人口は明治16 〜 19年の間は
74,000名前後で推移している。また、人口密度は、10平方里に満たない地域に10万の人口を擁
する金沢を除いては県内では高い部類であり、それを反映してか、明治19年12月段階で管内に
13箇所の派出所・交番所が存在した（29。
　また犯罪の傾向であるが、違警罪や重軽罪による「捕ニ就キシ犯罪人員」こそ他郡に比して少
ないものの、「強盗ニ遭ヒシ家」は、多い部類である。
　明治16年には県内で起きた７件中２件（30、同17年は７件中１件（31、同19年には１件中１件
が同郡で起きている（32。さらに、明治19年の「賭博犯ノ人員」も、県内106名中19名であり、
これは七尾警察署の22名に次ぐ数字である（33。
　この辺りの事情が史料下線部①の「石川河北ニハ悪漢多クシテ」ということになろう。
　対する羽咋郡を管轄する羽咋警察署の事情であるが、まずは羽咋警察署設立以前の状況につい
てふれる。
　当時、羽咋郡は河北郡北部と隣接していた。面積26平方里で、これは県内各郡の平均的な数
字である（34。人口も、県全域の中では少ない部類の地域である。なお、明治17年12月の段階で、
管内に大念寺・子浦・富来の３分署を有していた（35。
　津幡・羽咋の両警察署における巡査１名が管轄する面積・人口を比較すると、単純計算で津幡
警察署は面積0.82方里、人口3,354人、羽咋警察署は面積0.7方里、2,113人、人員の多い金沢警
察署を除いた県全域の数字の平均は、面積0.96方里、人口2,320人で、淺野順平の指摘通りの結
果となる。
　さらに、同郡の治安状況は、淺野順平の発言にあるように、県内の各地域中悪い部類とは言い
難い（36。
　しかしながら、羽咋警察署が設立される以前の状況を考慮すると、別の側面を見出すことが出
来る。
　まず、羽咋警察署設立以前の鹿島・羽咋両郡は七尾警察署の管轄であった。七尾警察署の明治
16年12月における配属巡査数は50名、内35名が分署詰であり、この人員で面積52方里、当時
の人口で154,363人の地域を管轄していたのである（37。
　さらに、羽咋郡の人口は明治16年の75,062人から同19年の81,098人となり、この３年間に１
割弱増加している（38。
　そのうえ、鹿島・羽咋両郡の治安状況も、明治16年から同17年末にかけて急激に悪化してい
る（39。
　如何に治安の良い地域とはいえ、羽咋郡はそもそも石川県当局の警察拠点の配置における盲点
になっていた地域であり、羽咋警察署の設立はその根本的な打開策であったと考えられる。
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　加えて、警察署を新設し、議員に減員を提案される程の人員を配置したにもかかわらず、治安
が改善したとは言い難かったのがこの地域の実情であった。
　これに関連して、この時期―明治10年代中頃における全国および石川県の治安状態について
ふれる。
　当然のことながら、松方財政に伴う不況と自由民権運動に付随する激化事件の多発により治安
が急激に悪化した時期である。当時の『日本帝國統計年鑑』によれば、掲載されている統計中最
も顕著な例として、「全國犯罪就捕者」中「竊盗及掏摸セシモ
（ マ マ ）
ノ」は明治15年に25,819名であっ
たのが、不況の影響が特に深刻であった同17年には43,295名、同18年には61,940名とさらに
増加し、同19年には57,301名と漸く減少傾向を見せている（40。また、被害状況から見ても、
例えば「全國盗賊ニ取ラレシ物品」の項目は、貨幣は明治15年の831,650円から同17年には
626,223円、衣類は明治15年の599,568単位から同17年に358,723単位と減少傾向にあるが、
穀類は明治15年の18,023石から明治17年には30,011石、「雑品」に至っては、明治15年の
870,290単位から2,324,302単位と急増している（41。
　こうした状況の中にあって、石川県は全府県中割合治安の良い部類の県ではあったが、悪化の
傾向にあったことは否定出来ない。
　こうした世相について、県当局の三等属・安達正輝は、後述する８交番所設置問題についての
県会における遣り取りの中で、「各員ハ單ニ不景氣ヲ以テ減却ノ理由トセラルトモ不景氣ハ却テ
警察ノ事務ヲ增スノ原因トナルモノナレハ」と発言している（42。
　しかしながら、羽咋郡に警察署が存在しない理由を史料下線部①のように「羽咋郡ハ悪漢少ナ
ク石川河北ニハ悪漢多クシテ」と回答した県当局が、程なくして同郡に警察署を設立したことに
ついては、土地の事情に明るく県会で重責を担う議員すら史料下線部②の「俄カニ警察署ヲ設置
セラレタリ」という印象を受けていた。
　この発言は、議員の主義主張以前に、当局の機動的な警察拠点の管轄区域再編に対する県当局
と県会議員の意識のずれを示唆している。
　淺野順平は、明治18年の通常県会においても、羽咋警察署子浦分署の交番所への降格を提言
しているが、その理由として「子浦分署ノ如キハ羽咋警察署ト相距ルヿ一里計リニシテ左程遠隔
ノ所ニアラス」と、警察署・分署間の距離が１里にも満たないことを挙げている（43。
　事実、警察署・分署間の距離が県内で最短の分署はこの子浦分署で1.16町、次点は小松警察
署寺井分署で1.23町、その他の拠点は最低でも２町以上の距離がある（44。また同分署自体も、
羽咋分署時代の明治16年７月に二ツ屋分署を廃して設置された経緯が存在した（45。
　結局、この段階では当局から子浦分署の扱いに関する回答はなかったが、地方官官制改正後の
明治22年３月に志雄分署に改称された後、同年７月には再度二ツ屋に移転し、南大海分署と改
称された（46。
　この発言は、その後の経緯からすれば、先の件とは異なり淺野順平の意見に分があるのであろ
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う。当局の警察拠点の管轄区域の機動的な再編に欠陥があり、それを指摘した県会側の意見が適
格なものであったという流れが確認出来る。
第２節　地方税警察費の推移と８交番所増設問題
　同時期には、警察拠点の末端の拠点である交番所の再編についても、県会が本格的に関与する
程の大きな動向があった。
　具体的には、明治18年の県内の要地８箇所における交番所新設であるが、政策の具現化まで
に紆余曲折を伴った。
　事の経緯にふれる前に、県会発足から明治19年までの石川県の警察予算の大部分に相当する
地方税警察費の内訳とその年度ごとの推移について考察を行う。
　【表２】は、同時期における全府県および石川県の地方税警察費支出を示したものである。全
国的な傾向としては、横ばいで推移して明治19年に減少しているが、石川県では逆に増額され
ている。後述する飯田警察署の設立等が影響していると考えられる。
　また、内訳であるが、予算の大半を占めるのは巡査の給料に該当する「俸給」である。無論、
県会での議論の争点は、この項目が主体であった。
　なお、「雑給」は小使の給金や巡査の出張旅費、制服といった巡査の日常勤務その他に生ずる
経費、「庁費」は消耗品や郵便税、夜警賄料といった施設に付随する経費を示す。
　続いて「備考」欄の巡査の数であるが、明治16年の人数は富山県の分離後の数字である。予
算額や巡査の数の推移から、分県前より３割以上の減少が見られるが、それでも予算のかなりの
部分を国庫補助に依存する現実が垣間見える。
　その辺りの経緯について、県当局は明治18年の通常県会にて、次のような説明を行っている（47。
【表２】明治10年代における全国及石川県の地方税警察費の推移
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　①當初本縣ニ官費巡査ヲ置キタルハ明治十五年即チ未タ越中ノ分縣トナラサル以前ニ於テ地方
税ハ非常ニ嵩ミ（中略）特別ニ官費ノ下渡ヲ仰キタル所政府ニテモ遂ニ之レヲ許サレ一時ハ
百七八十名ヲモ置クニ足ルヘキ費用ヲ下渡サレシカト其後追々費額ヲ減セラレ昨今ニ至リテハ稍
ヤ
（ マ マ ）
ク五十名許リヲ置クニ過キサル費額トナレリ然レトモ此五十名ノ費用モ尚ホ繼續シテ下渡サ
ルヽナラハ未タ地方税ノ力ヲ籍ルニ及ハサレトモ②本年度ヨリハ斷然廢止ノ事トナリシニ付若シ
其儘ニテ人員ヲ減スル時ハ警察ノ事務ハ礙個阻滞シテ甚シキ差支ヲ生スルニ付止ムヲ得ス地方税
ニ組込ミタル譯ニテ
　史料中、特に下線部①、②にあるように、以前は補助金から支出していた分の巡査の俸給を地
方税で支出せざるを得なくなるという当局の苦しい予算事情が存在した。
　そうした経緯の中で、補助金の交付が打ち切られた明治17年に交番所新設の案件が持ち上がっ
たのである。
　この案件は、設立に際して常置委員が現地を視察して当局者と質疑応答を行う程に大掛かりな
ものであった。
　設置の場所は石川郡末、能美郡安宅、江沼郡塩屋、河北郡二俣、羽咋郡二ツ屋、鹿島郡鶴浜、
鳳至郡鈴屋、珠洲郡小木の８箇所であり、その理由として、議員の中川長吉は以下のように述べ
ている（48。
　末ハ石川郡ノ如キ大郡ニテ①警察署マテ數里ヲ隔テタル山村ニテ最モ不便ノ地、安宅、鹽屋ハ
②舟着キニテ共ニ輻湊ノ地、二俣ハ越中通ヒノ道ニテ③往来繁シキ所其ノ他二ツ屋、田鶴濱等ハ
諸君ノ知ラルヽ如ク共ニ樞要ノ箇所ナレハ交番所ノ設ケハ是非ナカルヘカラサルナリ
　史料下線部①、②、③の通り、これら交番所候補地は、辺境地域の拠点や船着場、交通の結節
点等さまざまな性格を有している。中でも、二ツ屋は、先述ように後年再度分署に昇格すること
となる拠点である。
　結果として、同年の通常県会にて設置自体は可決されたが、設置に必要な数の巡査が確保出来
なかったため、同年中の開署には至らなかった（49。
　実は、この巡査確保が難航した決定的な理由として、県会が予算の減額修正を可決したことが
挙がられる。その修正案とは、原案65,712円に対して俸給2,058を含む4,851円の減額を伴う内
容であった。
　当時県当局は、巡査の月給の平均単価を７円15銭で計算している。これに準拠すると、減額
分の2,058円は巡査約24名分、換言すれば、まさに８交番所に配属させる巡査の給金に相当する
予算規模である（50。
　結果として、これら交番所が設置・開署となったのは、先述の通り翌明治18年のことである（51。
江　﨑　哲　史
− 134 −
この年の石川県会における警察費の議決状況は、原案に対して軽微な減額修正が加わったに過ぎ
ない。この辺りの経緯は判然としないが、外部的な要因としては、松方財政に伴う不況が峠を越
したことなどが考えられる。
　これを受けて、例えば同年６月23日には珠洲郡の小木交番所が開署しているが、同日には、
石川県甲第91号を以って輪島署飯田分署が飯田警察署に昇格している（52。石川県内におけるこ
の時期の最後の警察署の開署であった。
　同警察署の開署と地方官官制による一郡一警察署の原則との詳細な関係は判然としないが、先
述のように小木交番所を含む８交番所の増設が予算の関係で遅延していた経緯を考慮すれば、小
木交番所の開署を飯田署の開署日に合わせた可能性がある。
まとめ
　以上、石川県発足から富山・福井両県との合併・分離を経て、それに付随して管内の警察拠点
の管轄区域が再編され、県内全ての郡に警察署が設立されるまでの過程をたどって来た。
　政府の定めた制度に準拠するかたちで警察組織が整備・拡大を遂げる一方、福井・富山両県と
の合併・分離によって警察拠点の管轄区域もその影響を受ける過程が見て取れる。
　こうした中、同県では明治16年まで県境が定まらなかったにもかかわらず、明治19年の地方
官官制の改正までには各郡区への警察署の配置が終了していた。しかしながら、一連の管轄区域
の早急な再編は、地租軽減に関連するような時代性はおろか、政策内容そのものにおいても県会
側との意思疎通を欠いた部分が少なからず見られた。
　例えば羽咋郡の管轄区域再編の際には、警察署の新設と分署の再編が同時に行われない政策的
な体系性の欠如を、県会の場で議員に指摘される一幕もあった。
　こうした地方警察当局の試行錯誤による政策的蓄積が礎となり、ヘーンの地方巡察を通じて、
地方官官制の改正および警察官吏配置及勤務概則による地方警察の所轄体制の枠組みの構築につ
ながったといえる（53。
　最後に今後の展望であるが、今回はふれることが出来なかった警察拠点を視点とした警察職員
の実務レベルでの治安活動や、県庁所在地の警察署の機能等について考察を行うこととしたい。
 （えざき　さとし・株式会社エー・オー・シー）
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